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諮問庁：内閣総理大臣 

諮問日：平成３０年７月３日（平成３０年（行情）諮問第２７７号） 

答申日：平成３１年２月５日（平成３０年度（行情）答申第４０６号） 

事件名：南スーダンＰＫＯへ派遣中の自衛隊施設部隊の活動終了に関する決裁

関連文書の一部開示決定に関する件  

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「南スーダンＰＫＯへ派遣中の自衛隊施設部隊の活動終了に関する決裁

関連文書の全て」（以下「本件請求文書」という。）の開示請求に対し，

別紙１及び別紙２に掲げる３０文書（以下「本件対象文書」という。）を

特定し，その一部を不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年３月１３日付け閣安保第１

２３号により内閣官房国家安全保障局長（以下「処分庁」という。）が行

った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消し及び

文書の再特定を求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）一部に対する不開示決定の取消し 

記録された内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべき

である。 

（２）他にも文書が存在するはずである。 

   例えば，特定された文書のうち別紙１の４の文書２「国家安全保障会

議資料【四大臣会合】（平成２９年３月１０日）ＵＮＭＩＳＳにおける

自衛隊施設部隊の活動終了に関する基本的な考え方（案）」（以下「本

件会議資料」という。）に関する決裁文書が存在するはずであるが，特

定されていない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求の趣旨について 

   本件は，審査請求人が行った本件請求文書の行政文書開示請求に対して，

処分庁において，法１１条の期限の特例を適用し，平成２９年５月１５日

付け閣安保第２５７号（以下「先行開示決定」という。）において，「Ｕ

ＮＭＩＳＳにおける自衛隊施設部隊の活動終了に関する基本的な考え方」

を特定して開示した上で，原処分を行ったところ，審査請求人から，不開
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示部分の取消し等を求めて審査請求が提起されたものである。 

２ 本件対象文書について 

   本件開示請求に係る「南スーダンＰＫＯへ派遣中の自衛隊施設部隊の活

動終了に関する決裁」とは，平成２９年３月１０日の国家安全保障会議四

大臣会合において，当時南スーダンＰＫＯへ派遣されていた自衛隊施設部

隊が同年５月末をめどに活動を終了することが決定されたことを指してい

る。 

   したがって，本件対象文書は，当該活動終了の決定に関し作成又は取得

した文書である。 

３ 原処分の妥当性について 

（１）別紙１の１の文書１中の不開示とした部分（処分庁は原処分の別紙１

において「（１枚目）」と記載しているが，対象文書としては「関係省

庁局長級会議資料（平成２８年９月２１日）」全体を特定している。）

は，南スーダンＰＫＯの今後の在り方の検討に際し開催した関係省庁と

の会議における具体的な検討の経緯，協議の内容等が記載されている。 

これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能

力等が推察されることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を

容易ならしめ，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるとともに，国の機関の内部における審議，検討又は

協議に関する情報であって，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそ

れがある。 

以上のことから，法５条３号及び５号に定める不開示情報に該当する

ため，不開示としたことは妥当である。 

（２）別紙１の４の文書１及び文書５中の「２．」において不開示とした部

分は，これまで詳細を公にしたことがない四大臣会合の開催場所が記載

されている。 

これらを公にした場合，今後の国家安全保障会議の開催場所を推察 

され，今後の開催に際し，敵対する勢力からの妨害や対抗措置を容易な

らしめ，我が国の安全が害されるおそれがある。 

以上のことから，法５条３号に定める不開示情報に該当するため， 

不開示としたことは妥当である。 

（３）別紙１の４の文書５中の右上の不開示とした部分は，文書の取扱区分

等が記載されている。 

これを公にした場合，国家安全保障会議の各回の議事内容等の秘匿 

度等が明らかとなり，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能力等

が推察され，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との信
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頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益を

被るおそれがある。 

以上のことから，法５条３号に定める不開示情報に該当するため， 

不開示としたことは妥当である。 

 （４）別紙１の４の文書５中の「４．」において不開示とした部分及び２枚

目以降（処分庁は原処分の別紙４の文書５において「（１枚目）」と記

載しているが，対象文書としては「国家安全保障会議議事の記録【四大

臣会合】（平成２９年３月１０日）全体を特定している。）は，国家安

全保障会議における議事内容等が記載されている。 

    これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能

力等が推察されることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を

容易ならしめ，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるとともに，国の機関の内部における審議，検討又は

協議に関する情報であって，国家安全保障会議が行う今後の安全保障政

策等の検討における率直な意見交換に支障を来たすおそれ，不当に国民

の間に混乱を生じさせるおそれがある。 

    以上のことから，法５条３号及び５号に定める不開示情報に該当する

ため，不開示としたことは妥当である。 

 （５）別紙２の文書１及び文書２は，南スーダンＰＫＯの今後の在り方の検

討に際し開催した関係省庁との会議における具体的な検討の経緯，協議

の内容等が記載されている。 

    これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能

力等が推察されることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を

容易ならしめ，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるとともに，国の機関の内部における審議，検討又は

協議に関する情報であって，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそ

れがある。 

    以上のことから，当該文書は，法５条３号及び５号に定める不開示情

報に該当するため，不開示としたことは妥当である。 

 （６）別紙２の文書３及び文書４は，幹事会及び国家安全保障会議において

席上回収とした，公にすることを前提としない文書及びその関連文書で

あり，具体的な検討の経緯，協議の内容，それらの内容の推認を可能と

する情報等が記載されている。 

    これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能

力等が推察されることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を
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容易ならしめ，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるとともに，国の機関の内部における審議，検討又は

協議に関する情報であって，率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ，不当に国民の間に混乱を生じさせるおそ

れがある。 

    以上のことから，当該文書は，法５条３号及び５号に定める不開示情

報に該当するため，不開示としたことは妥当である。 

 （７）別紙２の文書５は，国家安全保障会議における議事内容，その内容の

推認を可能とする情報等が記載されている。 

    これらを公にした場合，我が国の安全保障上の関心事項，情報収集能

力等が推察されることとなり，敵対する勢力等からの妨害や対抗措置を

容易ならしめ，国の安全が害されるおそれ，他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ，他国若しくは国際機関との交渉上不利益

を被るおそれがあるとともに，国の機関の内部における審議，検討又は

協議に関する情報であって，国家安全保障会議が行う今後の安全保障政

策等の検討における率直な意見交換に支障を来たすおそれ，不当に国民

の間に混乱を生じさせるおそれがある。 

    以上のことから，当該文書は，法５条３号及び５号に定める不開示情

報に該当するため，不開示としたことは妥当である。 

 ４ 審査請求人の主張について 

 （１）審査請求人は，原処分における審査請求の理由として，「記録された

内容を精査し，支障が生じない部分については開示すべきである。」旨

主張している。 

    しかしながら，処分庁においては，上記３のとおり，対象となる文書

について開示の是非を慎重に判断したと認められるところである。 

 （２）また，審査請求人は，「他にも文書が存在するはずである，例えば特

定された文書のうち本件会議資料に関する決裁文書が存在するはずであ

るが，特定されていない。」旨主張している。 

    しかしながら，処分庁においては，本件対象文書以外に本件開示請求

に該当する行政文書を保有しているとは認められないところである。 

 ５ 結語 

   以上のとおり，本件対象文書を特定し，本件対象文書につき，法５条３

号及び５号に該当するとして不開示とした決定は妥当であり，原処分は維

持されるべきである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

① 平成３０年７月３日      諮問の受理 
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② 同日            諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同月１７日         審議     

④ 平成３１年１月２２日    本件対象文書の見分及び審議 

⑤ 同年２月１日        審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，別紙１の１ないし７及び別紙２に掲げる文書である。 

審査請求人は，本件対象文書の不開示部分の開示及び本件対象文書の再

特定を求めており，諮問庁は，本件対象文書を特定し，その一部が法５条

３号及び５号に該当するとして不開示とした原処分を妥当としていること

から，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の特定の妥

当性及び不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の特定の妥当性について 

（１）審査請求人は，例えば本件会議資料に関する決裁文書が存在するはず

であると主張しているため，本件対象文書以外の本件請求文書に該当す

る文書の保有の有無について当審査会事務局職員をして諮問庁に確認さ

せたところ，諮問庁から次のとおり説明があった。 

   ア 本件会議資料は，平成２９年３月１０日に開催された国家安全保障

会議（四大臣会合）の資料である。 

   イ 上記アの国家安全保障会議が開催されるに当たり，事前に，関係省

庁担当者級会議，関係省庁局長級会議及び国家安全保障会議幹事会

がそれぞれ開催され，国際連合南スーダンＰＫＯミッション（以下

「ＵＮＭＩＳＳ」という。）における自衛隊施設部隊の活動終了に

関する事項について，総合的な検討が行われていた。 

     本件会議資料についても，上記の各会議における議論を段階的に経

て，国家安全保障会議における資料とすることが決定されたもので

あり，処分庁において，当該資料の作成に当たり決裁書による決裁

手続は行っていないため，本件会議資料に関する決裁文書は保有し

ていない。 

   ウ また，本件審査請求を受け，処分庁において，念のため，執務室内

の書庫，書架及びパソコン上のファイル等の探索を行ったものの，

先行開示決定で特定した文書及び本件対象文書の外に本件請求文書

に該当する文書の存在は確認できなかった。 

（２）先行開示決定で特定した文書及び本件対象文書の外に本件請求文書に

該当する文書は保有していない旨の上記（１）の諮問庁の説明は不自然，

不合理とはいえず，他に本件請求文書に該当する文書の存在をうかがわ

せる事情も認められないことから，内閣官房国家安全保障局において，

先行開示決定で特定された文書及び本件対象文書の外に開示請求の対象
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として特定すべき文書を保有しているとは認められない。 

３ 不開示情報該当性について 

（１）関係省庁局長級会議の具体的な検討内容について 

    別紙１の１に掲げる文書１の不開示部分には，関係省庁局長級の会議

におけるＵＮＭＩＳＳへの自衛隊施設部隊派遣に係る予定について，具

体的な検討内容等が記載されていることが認められる。 

    当該部分は，これを公にすることにより，ＵＮＭＩＳＳへの部隊派遣

に係る政府部内での具体的な検討の経緯及び協議内容等が明らかとなり，

将来の同種の検討作業において政府部内での自由かっ達な議論に支障を

来すなど，率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあると認めら

れるので，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでもなく，

不開示とすることが妥当である。 

 （２）国家安全保障会議の開催場所について 

    別紙１の４に掲げる文書１及び文書５（本文上から５行目）の不開示

部分には，国家安全保障会議の開催場所が記載されていることが認めら

れる。 

当該各部分は，これを公にすることにより，我が国の安全保障に関す

る重要事項を審議する会議の今後の開催場所が推察され，敵対する勢力

から妨害措置を講じられるなど，国家安全保障会議の開催に支障を来し，

ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認めること

につき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不開

示とすることが妥当である。 

 （３）国家安全保障会議の議事の記録等について 

    別紙１の４に掲げる文書５の右上部分及び本文「４．議事内容と発言

者」の不開示部分並びに別紙２に掲げる文書５には，当該各文書の取扱

区分等及び国家安全保障会議における具体的な議事内容等が記載されて

いることが認められる。 

    当該各部分は，これを公にすることにより，我が国の安全保障に関す

る情報関心，情報収集能力等が推察され，国の安全が害されるおそれ及

び他国等との信頼関係が損なわれるおそれがあると行政機関の長が認め

ることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，

不開示とすることが妥当である。 

 （４）国家安全保障会議及び関係省庁会議等の資料について 

    別紙２に掲げる文書１ないし文書４は，関係省庁担当者級会議，同局

長級会議，幹事会及び国家安全保障会議における各資料であり，当該各

文書の不開示部分には，ＵＮＭＩＳＳへの自衛隊施設部隊派遣に係る検

討の経緯及びその内容等が記載されていることが認められる。 

当該各部分は，これを公にすることにより，我が国の国際平和協力業



 7 

務に関連する諸問題に係る政府部内での具体的な検討内容等が明らかと

なり，将来の同種の検討作業において自由かっ達な議論に支障を来すな

ど，政府部内の率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれがあると認

められるので，法５条５号に該当し，同条３号について判断するまでも

なく，不開示とすることが妥当である。 

 ４ 付言 

本件では，諮問庁が理由説明書（上記第３の３（１）及び（４））にお

いて説明するとおり，本件行政文書開示等決定通知書において，２枚目以

降が不開示とされた２文書について，同通知書別紙には，開示決定等の対

象として特定した各文書の名称の末尾に「（１枚目）」と明らかに誤った

記載がなされていることが認められる。かかる記載の誤りは，当該文書の

１枚目のみを当該決定の対象として特定したとの誤解を与えかねないもの

であり，原処分においては，慎重さに欠ける不適切な対応であったといわ

ざるを得ず，処分庁においては，今後，開示決定等に当たっては，同様の

事態が生じないよう，正確かつ慎重な対応が望まれる。 

 ５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件請求文書の開示請求に対し，本件対象文書を特定

し，その一部を法５条３号及び５号に該当するとして不開示とした決定に

ついては，内閣官房国家安全保障局において，先行開示決定で特定された

文書及び本件対象文書の外に開示請求の対象として特定すべき文書を保有

しているとは認められないので，本件対象文書を特定したことは妥当であ

り，不開示とされた部分は，同条３号及び５号に該当すると認められるの

で，妥当であると判断した。 

（第２部会） 

 委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

１ 関係省庁会議資料 

文書１ 関係省庁局長級会議資料（平成２８年９月２１日）（１枚目） 

 

２ 記者ブリーフィング資料 

  文書１ 記者ブリーフィング資料（平成２９年３月）配布資料 

 

３ 部会資料 

  文書１ 部会資料（平成２９年３月）ＵＮＭＩＳＳにおける自衛隊施設部

隊の活動終了に関する基本的な考え方 

 

４ 国家安全保障会議資料等 

文書１ 国家安全保障会議の開催について【四大臣会合】（平成２９年３

月１０日） 

文書２ 国家安全保障会議資料【四大臣会合】（平成２９年３月１０日）

ＵＮＭＩＳＳにおける自衛隊施設部隊の活動終了に関する基本的な

考え方（案） 

文書３ 国家安全保障会議資料【四大臣会合】（平成２９年３月１０日）

ＵＮＭＩＳＳにおける自衛隊施設部隊の活動終了に関する基本的な

考え方（要旨） 

文書４ 内閣官房長官記者会見御発言案（平成２９年３月１０日） 

文書５ 国家安全保障会議議事の記録【四大臣会合】（平成２９年３月１

０日）（１枚目） 

 

５ 国会答弁書 

文書１  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 山谷

えり子議員 総理問１（１） 

文書２  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 山谷

えり子議員 総理問１（２） 

文書３  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 山谷

えり子議員 総理問１（３） 

文書４  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 川谷

孝典議員 総理問０（１） 

文書５  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 川谷

孝典議員 総理問０（２） 

文書６  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 小西

洋之議員 総理問５ 
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文書７  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 佐々

木さやか議員 総理問０ 

文書８  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 山下

芳生議員 総理想定問２ 

文書９  国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 清水

貴之議員 総理問１ 

文書１０ 国会答弁書（平成２９年３月１３日）参議院予算委員会 清水

貴之議員 総理問１－１ 

文書１１ 国会答弁書（平成２９年３月１４日）参議院本会議 升田世喜

男議員 総理問２ 

文書１２ 国会答弁書（平成２９年３月１４日）参議院本会議 濱地雅一

議員 総理問４ 

文書１３ 国会答弁書（平成２９年３月１４日）参議院本会議 本村伸子

議員 総理問１ 

 

６ 理事会協議事項 

文書１ 南スーダンＰＫＯ派遣中の自衛隊施設部隊の撤収に係る，平成２

８年９月以降の検討経過について 

 

７ 想定問答 

文書１ 想定問答① 

文書２ 想定問答② 

文書３ 想定問答③ 
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別紙２ 原処分で不開示とした文書 

 

文書１ 関係省庁担当者級会議資料（平成２９年２月２２日） 

文書２ 関係省庁局長級会議資料（平成２９年２月２３日） 

文書３ 幹事会資料 

文書４ 国家安全保障会議資料 

文書５ 国家安全保障会議議事の記録 

 

 

 

 


